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国立大学法人 東海国立大学機構

（単位：百万円）

区　　　分 予算額 決算額 差　額
（決算－予算）

備　考

収入 162,559 190,877 28,318 

運営費交付金 41,987 44,386 2,399 （注1）

施設整備費補助金 2,656 3,442 786 （注2）

船舶建造費補助金 0 0 0 

4,620 6,972 2,352 （注3）

0 0 0 

自己収入 81,662 93,027 11,365 

13,005 12,724 △281 （注4）

附属病院収入 65,581 76,277 10,696 （注5）

財産処分収入 0 4 4 （注6）

雑収入 3,076 4,022 946 （注7）

27,157 39,616 12,459 （注8）

引当金取崩 683 655 △28 （注9）

長期借入金収入 639 618 △21 （注10）

貸付回収金 0 0 0 

目的積立金取崩 3,155 1,948 △1,207 （注11）

引当特定資産取崩 0 213 213 （注12）

計 162,559 190,877 28,318 

支出 162,559 175,727 13,168 

業務費 122,265 130,610 8,345 

教育研究経費 61,607 57,312 △4,295 （注13）

診療経費 60,658 73,298 12,640 （注14）

施設整備費 3,294 4,060 766 （注15）

船舶建造費 0 0 0 

補助金等 4,620 6,229 1,609 （注16）

27,157 29,605 2,448 （注17）

貸付金 0 0 0 

長期借入金償還金 5,223 5,223 0 

0 0 0 

計 162,559 175,727 13,168 

収入 － 支出 0 15,150 15,150
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補助金等収入

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

授業料、入学金及び検定料収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金



○予算と決算の差異について

(注９）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、予算作成時に予定しなかった受託研究及び共同研究、寄附金の獲得
に努めたため、予算額に比して決算額が12,459百万円多額となっております。なお、受託研究費等の前年度からの繰越額は
8,982百万円となっております。

(注１１）

教育研究経費については、執行計画の見直しを実施したことにより、予算額に比して決算額が4,295百万円少額となっておりま
す。

(注１４）

(注１５）

(注１３）

（注5）に示した理由等により、予算額に比して決算額が12,640百万円多額となっております。

（注8）に示した理由等により、予算額に比して決算額が2,448百万円多額となっております。

引当特定資産取崩については、事業計画が変更となったため、予算金額に比して決算金額が213百万円多額となっておりま
す。

(注１６） （注3）に示した理由等により、予算額に比して決算額が1,609百万円多額となっております。

目的積立金取崩については、事業計画が変更となったため、予算金額に比して決算金額が1,207百万円少額となっておりま
す。

(注１２）

（注2）に示した理由等により、予算額に比して決算額が766百万円多額となっております。

(注３） 補助金等収入については、予算段階では予定していなかった国・地方自治体等からの補助金交付があったため、予算額に比
して決算額が2,352百万円多額となっております。なお、補助金等収入には、授業料等減免費交付金が411百万円含まれて
おり、本補助金は授業料等免除に使用しております。

授業料、入学金及び検定料収入については、授業料徴収対象者数の減による授業料収入の減少等により、予算額に比して
281百万円少額となっております。

(注１７）

(注４）

附属病院収入については、高度な特定治療の増により、予算額に比して決算額が10,696百万円多額となっております。(注５）

学校財産処分収入については、予算段階では予定していなかった財産売却により、予算額に比して決算額が4百万円多額と
なっております。

(注６）

雑収入については、学校財産貸付料収入、動物病院収入及び雑入等の増収により、予算額に比して決算額が946百万円多
額となっております。

(注７）

引当金取崩については、対象者の減等により、予算額に比して決算額が28百万円少額となっております。

(注１０） 長期借入金収入については、事業計画が変更となったため、予算金額に比して決算金額が21百万円少額となっております。

(注８）

(注１） 運営費交付金については、予算段階では予定していなかった運営費交付金債務の繰越額の発生や教育・研究基盤維持経費
及び退職手当の追加配分があったため、予算額に比して決算額が2,399百万円多額となっております。

(注２） 施設整備費補助金については、事業計画が変更となったため、予算額に比して決算額が786百万円多額となっております。


